
 

株式会社 ダンロップスポーツマーケティング 

 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

2025 年 12 月 31 日現在

単位：千円

科 目 科 目

【流動資産】 【 17,205,622 】 【流動負債】 【 11,659,316 】

現 金 110,252 買 掛 金 9,701,295

当 座 預 金 3,871 未 払 金 912,852

普 通 預 金 272,381 未払金（通算税効果） 70,538

受 取 手 形 1,588,410 未 払 法 人 税 等 372,255

売 掛 金 7,809,432 未 払 事 業 所 税 11,871

棚 卸 資 産 929,590 未 払 消 費 税 202,745

未 収 入 金 30,451 未 払 費 用 78,559

立 替 金 7,451 前 受 金 93,296

前 払 費 用 96,249 前 受 収 益 8,949

預 け 金 6,375,546 預 り 金 46,024

仮 払 金 1,425 一年内返済リース債務 11,562

貸 倒 引 当 金 △ 19,440 賞 与 引 当 金 103,540

売 上 値 引 引 当 金 45,824

【固定資産】 【 1,724,429 】 【固定負債】 【 1,447,982 】

（有形固定資産） （ 520,637 ） リ ー ス 債 務 23,373

建 物 212,663 長 期 未 払 金 1,376

構 築 物 421 預 り 保 証 金 675,497

機 械 装 置 211 退 職 給 付 引 当 金 606,378

車 両 運 搬 具 1,156 資 産 除 去 債 務 141,356

器 具 備 品 114,556

土 地 158,660 負 債 の 部 合 計 13,107,299

リ ー ス 資 産 32,968

（無形固定資産） （ 125,059 ）

電 話 加 入 権 0

ソ フ ト ウ ェ ア 120,129 【株主資本】 【 5,822,752 】

リ ー ス 資 産 4,929 （資本金） （ 90,000 ）

資 本 金 90,000

（投資等） （ 1,078,732 ）

投 資 有 価 証 券 16,178 （利益剰余金） （ 5,732,752 ）

ゴ ル フ 会 員 権 94,192 利 益 準 備 金 65,207

他 保 証 金 2,769 別 途 積 立 金 2,872,440

敷 金 447,887 繰 越 利 益 剰 余 金 2,795,104

広 告 宣 伝 用 資 産 25,179

長 期 前 払 費 用 3,341

前 払 年 金 資 産 111,215

破 産 更 生 債 権 等 49,106

繰 延 税 金 資 産 442,665

貸 倒 引 当 金 △ 113,804

純 資 産 の 部 合 計 5,822,752

資 産 の 部 合 計 18,930,051 負債及び純資産の部合計 18,930,051

純 資 産 の 部

貸 借 対 照 表
資 産 の 部 負 債 の 部

金 額 金 額



 

株式会社 ダンロップスポーツマーケティング 

個 別 注 記 表 

自 2025年  1 月  1 日 

至 2025年 12 月 31 日 

 
Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１. 資産の評価基準及び評価方法 
① 有価証券の評価基準及び評価方法 

関連会社株式 
   総平均法による原価法 
  その他有価証券 
   ア 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によって処理し、   
売却原価は移動平均法により算定しています。） 

   イ 時価のないもの 
      総平均法による原価法 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
  評価基準は原価法（収益性低下による簿価切下げの方法）によっております。 
   商品…総平均法による原価法 
   貯蔵品…最終仕入原価法による原価法 

 
２. 固定資産の減価償却の方法 
①有形固定資産   定額法 
②無形固定資産   定額法 
③リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 
３. 引当金の計上基準 
貸倒引当金    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については実績繰入率により、 

貸倒懸念債権等については個々の債権の回収可能性を勘案して計上しています。 
賞与引当金    従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。 
売上値引引当金  商品の販売において、将来発生する可能性があると見込まれる売上値引等に備え

るため、その見込額を計上しております。 
退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、主として当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しています。数理計算上の差異については、その
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（8年）による按分額を費用
処理しています。 

 
４. その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 
  消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 
 
 
Ⅱ. その他の注記    
 １．有形固定資産の減価償却累計額     687,274千円 
       減価償却累計額には減損損失累計額を含んで表示しております。      

 


